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韓国民法上の相続回復請求制度に対する史的素描( 2 ･完)
─伝統法から現代法まで─


























































































































































































































































































































50) 법무부『가족법 개정 특별분과위원회 회의록（제3관）』（1996년）92-102면,
137-158면.



















































54) 김성태「상속회복청구권의 행사기간에 대한 연구」서강법률논총 1권1호
（2012년）121면 이하.


















































58) http: //www. unikorea. go. kr/unikorea/business/NKDefectorsPolicy/status/
lately/（2017年11月10日アクセス）
59) 比較的早期の研究としては，신영호「남북이산가족의 왕래와 재결합에 관한 법
령정비바안」（고려대）버학논총 34집(1998년), 하철영/류재철「남북이산가족과
관련한 법률상의 혼란과 문재점」동의법정 17호（2001년), 소재선「남・북이산가






























ようとする，한기종「남북한 및 해협양안의 이산부부 혼인관계에 관한 고찰」가족






















































































































































































70) 이은정「북한주민의 월남자 재산상속권 청구문제」제129회 북한법연구회 월례
발표회발표문（2009년) 11면 등.















































































































79) 仮案については，신영호「남북 이산가족 사이의 상속관련 문제해결－“남북주


















































利（代襲相続）がある」として，2011年10月26日，Y1 及び Y2 を相手取り，
83) 本判決の評釈として，최성경「북한주민의 상속회복청구권과 제척기간 –대법원
2016.10.19. 선고 2014다46648 전원합의체 판결」법조721호（2017년) 568면 이하,
정구태「북한주민의 상속회복청구권 행사와 제척기간 再論-대법원 2016.10.19. 선
고 2014다46648 전원합의체 판결에 대한 비판적 연구」통일과 법률 29호（2017년)
43면 이하 がある。
84 専修法学論集 第132号
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まずは，相続回復請求権の行使期間の延長措置を認めるべきであるとす
る考え方に示されていたように，相続回復請求の相手方である韓国住民の
寄与分を広く認めて，利害関係を調整する可能性である。我が国でも韓国
と同様に，一般に，相続回復請求の場合には，遺産分割や民法910条の被
認知者の価額支払請求の場合と異なり，寄与分の主張ができないと解され
ている。南北家族特例法上の相続回復請求に関する特則は，この点に関す
る特則を含むが，それを一般化することも，立法論の一つとして検討され
てもよいのではないであろうか。
次に，南北家族特例法上の相続回復請求に関する特則は，他の共同相続
人がすでに分割その他の処分を行った場合に，広く価額支払請求を認めて
いる。一般に，相続回復請求は，現物返還請求が原則であり，例外は被認
知者の価額支払請求に限られている。特例法上の規律はそれに対する特則
性をもつのだが，そのような限定的な理解から脱却し，相続回復請求の原
則的な態様を価額支払請求に求め，あわせて上記の寄与分の主張の余地を
認めることで，個別具体的な利害関係の調整を図ることも，相続回復請求
制度の立法論・解釈論の一つとして考えられてもよい。この点，現行法の
下で実行可能な包括的・抽象的相続回復請求を構想し，相続財産の包括的
占有者に対する相続人の抽象的持分相当額の返還請求という金銭請求の形
に再構成しようとされる加藤教授の見解86)が想起されるところである。
86) 加藤雅信「相続回復請求権の『雲散霧消』と，その再生」家月45巻3号（1993
年）1頁以下〔のちに，同『現代民法学の展開』（1993年，有斐閣）614頁以下に所
収〕。
92 専修法学論集 第132号
